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グリーン経済とSATOYAMAイニシアティブ：
地域レベルにおけるレジリエントな社会の構築

背景・目的
急速な社会環境の変化によって、生態系は非常に脆弱化し、これによって地域の生計や生態的な健全性が

失われつつある。こうした外部的な要素に対応していくために、レジリエントな社会を作り上げていくことが求

められている。グリーン経済は、環境のリスクや生態系の不足を減らし、人々の福利と社会の平等性を改善す

ることの一つの結果である。SATOYAMAイニシアティブでは、さらに幅広いグローバルな価値の認識を通じ

て、持続可能な人の手の入った自然環境、つまり社会生態学的生産ランドスケープとシースケープの保全を目

指している。社会生態学的生産ランドスケープとシースケープの利点、すなわち収入をもたらし生態系を管理

するという生活支援を鑑み、本セッションでは、SATOYAMAイニシアティブが、どのように社会生態学的生産ラ

ンドスケープとシースケープのレジリエンス（適応能力）を強化し、地域レベルでグリーン経済を築き上げるこ

とに貢献することができるのかについて議論を行った。

SATOYAMAイニシアティブの経験をもとに、本セッションは、持続可能な社会生態学的生産ランドスケープ

とシースケープの利用を通じてグリーン経済を築き上げるとともに、地域のグリーン経済に向けての統合的ア

プローチの重要性に関する認識を高めることを目的として開催された。社会生態学的生産ランドスケープと

シースケープは、ローカルな生態系機能を継続させる一方で、様々な側面から災害を受け入れるための社会

のキャパシティを強化している。したがって、社会生態学的生産ランドスケープとシースケープの管理を強化

することで、頻繁に起こる災害への対応におけるレジリエンスを強化するだけでなく、徐々に起こる環境への

変化に対するレジリエンスをも強化し、災害に強いコミュニティや社会を作ることに貢献することができる。さ

らに、様々なセクターによるパートナーシップは、社会生態学的生産ランドスケープとシースケープから採れた

様々な農産物の効果的なマーケティングやブランド化を支援することに繋がり、地域の生物多様性を保全しつ

つ地域経済を活性化することに繋がる。地域のステークホルダーと協力することで、より良い農業のあり方や

生態系の管理によるより価値の高い製品を作り出し、市場へのアクセスを支援することに繋がる。

[モデレーター] 
クリシュナ・パウデル   ネパール政府水・エネルギー研究局秘書官
渡辺　陽子   地球環境ファシリティ自然資源局上級生物多様性専門官

[キーノートスピーカー] 
アブドゥル・ハミド・ザクリ   マレーシア首相科学顧問 / 
 生物多様性及び生態系サービスに関する政府間科学政策プラットフォーム（IPBES）議長

武内　和彦   国連大学上級副学長 / 東京大学サステイナビリティ学連携研究機構（IR3S）機構長・教授

[パネルプレゼンター] 
古田　尚也   国際自然保護連合（IUCN）日本プロジェクトオフィス  シニア・プロジェクト・オフィサー
三笠　孔子   豊岡市コウノトリ共生部コウノトリ共生課課長



発表・議論の概要
ザクリ氏は、IPBESとグリーン経済の繋がりについて講演した。生物多様性の喪失を世界の最も重要な脅威

としてとらえており、野生動植物だけでなく地域の動植物も絶滅の危機にさらされていると訴えた。これは、農

産物を含む価値の付けようのない様々な生態系サービスの喪失を導いている。また、グローバルな公害抑制

や保護地区の増加、生物多様性の重要性の認識の高まり、先住民族の役割の認識の高まりなど、人々の福利に

不可欠なサービス確保の必要性に関する政治的なイニシアティブの良い例を示した。また、重要な政策の優

先付けや把握、定期的な生物多様性と生態系サービスについての評価、政策の策定と実施への支援を通じて、

適切な科学的知見を政策の意思決定のために提供するIPBESの役割を紹介した。さらに、自然の価値付けが

IPBESにおいて重要な要素となっていることを強調した。そして、特にアジア太平洋地域の地域コミュニティが、

地域規模において適切な解決策を生み出し、様々な知識を繋ぐ上で重要な役割を果たすことになるだろうと

指摘した。

武内氏は、社会生態学的生産ランドスケープとシースケープとグリーン経済の関わりについて講演した。武

内氏は生物多様性と生態系サービスをグリーン経済の基盤として考えることが重要であるとし、グリーン経済

に移行を遂げている事例として、人々が環境を保全する一方でそこからの生産物で利益を得るというブラジ

ルの農業林業を紹介した。社会生態学的生産ランドスケープとシースケープの3つの重要な要素として、レジ

リエンスを高めること、地方と都市の人々を繋ぐ共同管理のシステムを通じて、ニューコモンズを作り上げるこ

と、自然資源を基礎とした新しいビジネスモデルを作り上げること、を挙げた。さらに、伝統的な茶畑が害虫や

干ばつなどの自然災害に対してだけではなく、他のプランテーション型の茶畑と比べて質の高い茶を提供する

ことで経済的変動にも強いレジリエンスを示してきている例として、中国・雲南省の事例を挙げた。また、地域

の活性化に取り組んでいる日本の事例として、付加価値の付いた特別な商品の生産や都市生活者の支援によ

る都市での販売ルートの確保の事例などを紹介した。SATOYAMAイニシアティブは先進国及び途上国のパー

トナーとともに社会生態学的生産ランドスケープとシースケープを進めていくための共同行動をファシリテー

トしていることを紹介した。

科学的な知識と地域の伝統的な知識を繋げることは、地域レベルでグリーン経済を達成していくために
非常に重要であろう。

より持続的な栽培方法を採用した農産物の付加価値を付けていくためには、生産性ランドスケープにお
ける生物多様性を保全していくことが重要であり、付加価値を付けていくことで、より持続可能なビジネス
モデルへシフトしていくための企業や消費者へのインセンティブを与えることになる。

教育とこれまでのより良い経験について幅広く知見を共有していくことに加え、地域のイニシアティブが
レジリエンスと自然との共生を示していく上で重要である。

持続可能な生態系管理の価値と価値の測り方に関する転換が求められる、持続可能な生態系管理に向
けてのパラダイムシフトが必要である。特に、GDPで測られる保全の価値から、より包括的な富の計算の
方法に向けての転換が求められている。
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古田氏は、生態系を基礎とした災害リスクの低減のための解決策について発表した。自然災害の数が急速

に増え、これに伴った経済損失が増えてきていることを示すとともに、これが持続可能な開発を達成する上で

最も大きな障害となっていることを指摘した。また、アジア地域は最も頻繁に自然災害が起こる地域であり、人

的・経済的な損失が起こるリスクの高い地域であることを指摘した。生物多様性と生態系サービスはリスクの

軽減と深く結びついており、例えば、湿地帯は洪水を防ぐことに貢献し、森林の再生は土壌を安定させている

が、こうした機能は忘れられがちである。良好に管理された社会生態学的生産ランドスケープとシースケープ

といった生態系は緑のインフラストラクチャーよりも経済的であり、通常の状態で利益を生み出すことができ

ると指摘した。

三笠氏は、豊岡市のシンボルでもあるコウノトリの生息地保全を活用した、豊岡市の持続的な農業開発の

成功例を紹介した。コウノトリが狩猟と営巣地となる木の喪失、農薬、そして農業手法の変更によって絶滅の

危機に瀕していたことを紹介した。これまで25年間、豊岡市ではコウノトリの再生と帰化を試みている。この

過程において豊岡市はコウノトリと共生する農業を育てる環境経済戦略を立てた。この戦略において、消費者

啓発と持続可能な方法で生産された米の市場開発を行った。その結果、今では日本全国の505の店舗で豊岡

市の持続可能な方法で生産された米が販売され、各地で同様の取り組みが進められてきている。現在83羽の

野生のコウノトリが生息しており、コウノトリは全国の33の都道府県で観測されている。

ディスカッションにおいては、持続可能な農業に向けてのパラダイムシフトの必要性が指摘された。また、

負の影響を与える補助金の削減の必要性についても指摘された。他方、参加者からは持続可能な取り組みを

進めていくための補助金の必要性が指摘された。また、地方自治体がこうした持続可能な取り組みへの移行

に重要な役割を果たすことになるであろうことが指摘された。

地方の活動や農業の持続可能性を強化していく上で、企業の役割が大きいことも指摘された。企業は新し

いビジネスモデルを確立していく必要があり、消費者は商品の持続可能性についてさらに関心を高めていく

ことが必要である。認証制度やラベリングなどがその重要なツールの例として挙げられた。農業製品へより高

い価値を付けることは、生物多様性と農業の共生を図っていく上で重要であることが強調された。

参加者からは、持続可能な開発目標（SDGs）や文化の多様性と生物多様性との関わりについての指摘が

あった。文化の多様性は特に社会生態学的生産ランドスケープとシースケープにとって重要であり、SDGsやグ

リーン経済の議論において、文化の多様性の重要性が強調されるべきであることが指摘された。また、伝統的

な知識と科学的知識の統合が重要であることも指摘された。さらに、生物多様性条約第10回締約国会議で合

意された愛知目標にはSDGsとも関連した項目が含まれていることが指摘された。

豊岡市の事例をもとに、地方のイニシアティブが良い意味で近隣の自治体に広まっているなど、農業のより

良いあり方が他の市町村に広まってきていることが指摘された。


